
　　令和７年度　決算の状況

１．概　要

　　 歳入決算額は、一般会計が１８４億５，９７７万３，８４２円、特別会計が３１億８，４４０万５，７６２円、公営企業会計が２７

　億８，７２６万２０円で、全会計合計では、２４４億３，１４３万９，６２４円となりました。令和６年度と比べると、全会計合計で１２億

　７，８５９万２４６円（５．５％）の増加となっています。

　 　一方、歳出決算額は、一般会計が１７９億３，６３７万３，００８円、特別会計が３１億８５１万９，２３２円、公営企業会計が３１

　億６，６７４万４，３０５円で、全会計合計では、２４２億１，１６３万６，５４５円となりました。令和６年度と比べると、全会計合計で

　１３億２，５７２万９，１６６円（５．８％）の増加となっています。

（単位：円・％）
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２．一般会計
　 　令和７年度一般会計の決算額は、歳入が１８４億５，９７７万３，８４２円、歳出が１７９億３，６３７万３，００８円となり、歳入

　歳出差引は５億２，３４０万８３４円の黒字となっています。この黒字の中には、令和７年度中に完了しなかった事業の財源として、令和８年度

　に繰り越す額２億８，３３１万３，０００円が含まれているため、その額を控除した実質収支は２億４，００８万７，８３４円となります。

　 　翌年度に繰り越すべき財源の内訳は、次のとおりです。

（単位：円・％）

(1) 歳入決算

　 　令和７年度一般会計歳入決算額は、総額１８４億５，９７７万３，８４２円で、令和６年度と比べて、７億６，４８５万５，４３６

　円（４．３％）の増加となりました。主な要因は、寄附金は減少したものの、町税、国・県支出金や財産収入が増加したためです。

 　 款別の状況は、次表のとおりです。

（単位：円・％）
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△ 32.3

使 用 料 及 び 手 数 料 240,101,247 1.3 221,889,023 1.3 18,212,224 8.2

分 担 金 及 び 負 担 金 31,964,356 0.2 47,199,938 0.3 △ 15,235,582

12.8

交 通 安 全 対 策

特 別 交 付 金
5,608,000 0.0 6,119,000 0.0 △ 511,000 △ 8.4

地 方 交 付 税 1,469,698,000 8.0 1,302,417,000 7.3 167,281,000

1.9

地 方 特 例 交 付 金 33,046,000 0.2 202,984,000 1.1 △ 169,938,000 △ 83.7

環境 性能 割交 付金 16,514,000 0.1 16,202,000 0.1 312,000

374,310,173

8.0

ゴ ル フ 場 利 用 税

交 付 金
4,608,846 0.0 4,783,598 0.0 △ 174,752 △ 3.7

地方 消費 税交 付金 947,977,000 5.1 877,827,000 5.0 70,150,000

19.0

法人 事業 税交 付金 109,848,000 0.6 109,963,000 0.6 △ 115,000 △ 0.1

株 式 等 譲 渡

所 得 割 交 付 金
66,112,000 0.4 55,536,000 0.3 10,576,000

△ 24.0

繰 越 明 許 費

繰 越 額
226,321,000 144,188,000 82,133,000

365.0

配 当 割 交 付 金 39,125,000 0.2 39,535,000 0.2 △ 410,000 △ 1.0

利 子 割 交 付 金 8,909,000 0.0 1,916,000 0.0 6,993,000

7.2

地 方 譲 与 税 86,997,000 0.5 86,401,000 0.5 596,000 0.7

町 税 5,561,658,991 30.1 5,187,348,818 29.3

区　　　　分
決　　　　　算　　　　　額 比　　　　　　　　　　　　較

　令和 ７ 年 度　(A) 　令 和 ６ 年 度　(B) 　(A) － (B)　　(C) (C)　／　(B)

特 別 会 計 3,184,405,762

公 営 企 業 会 計 3,166,744,305 2,586,701,623 580,042,682 22.4

合　　　計 24,211,636,545 22,885,907,379 1,325,729,166 5.8

合　　　計 24,431,439,624 23,152,849,378 1,278,590,246 5.5

一 般 会 計 17,936,373,008 17,218,336,646 718,036,362 4.2

特 別 会 計

一 般 会 計 18,459,773,842 17,694,918,406 764,855,436 4.3

公 営 企 業 会 計 2,787,260,020 2,334,512,198 452,747,822 19.4

歳 入 総 額 18,459,773,842 17,694,918,406 764,855,436 4.3

歳 出 総 額 17,936,373,008 17,218,336,646 718,036,362 4.2

区　　　　分
決　　　　　算　　　　　額 比　　　　　　　　　　　　較

　令和 ７ 年 度　(A) 　令 和 ６ 年 度　(B) 　(A) － (B)　　(C) (C)　／　(B)

3,123,418,774 60,986,988 2.0

3,108,519,232 3,080,869,110 27,650,122 0.9

476,581,760 46,819,074 9.8
越

す

べ

き

財

源

継 続 費

逓 次 繰 越 額
56,992,000 16,640,000

区　　　　　分
令　和　７　年　度 令　和　６　年　度 比　　　　　　　　較

　決　算　額　(A) 構 成 比 　決　算　額　(B) 構 成 比

40,352,000 242.5

57.0

歳 入 歳 出 差 引 523,400,834
翌

年

度

に

繰

り

　(A) － (B)　(C) (C)　/　(B)

事 故 繰 越 し

繰 越 額
0 0 0 －

実 質 収 支 240,087,834 315,753,760 △ 75,665,926
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ア）町　税

　　町の主要な財源である町税は、総額５５億６，１６５万８，９９１円で歳入総額の３０．１％を占めています。令和６年度と比べ、３億

　７，４３１万１７３円（７．２％）の増加となり、歳入総額に占める割合は０．８ポイント増加しています。

　　内訳は、次表のとおりです。

（単位：円・％）

イ）地方譲与税及び各種交付金

　　地方譲与税の内訳は、次表のとおりです。

　　各種交付金は、利子割交付金（３６５．０％）、株式等譲渡所得割交付金（１９．０％）、地方消費税交付金（８．０％）、環境性能

　割交付金（１．９％）が増加し、配当割交付金（△１．０％）、法人事業税交付金（△０．１％）、ゴルフ場利用税交付金（△３．７

　％）、地方特例交付金（△８５．１％）、交通安全対策特別交付金（△８．４％）が減少となっています。

（単位：円・％）

ウ）地方交付税

（単位：円・％）

エ）分担金及び負担金

　　分担金及び負担金は、１，５２３万５，５８２円（△３２．３％）減少の３，１９６万４，３５６円となりました。

　　主な内容は、児童福祉施設費負担金２，１２６万３，５００円、駐輪場施設管理費負担金６３６万９，２６４円、公園費負担金２３

　０万４，５８０円などです。

オ）使用料及び手数料

　　使用料及び手数料は、１，８２１万２，２２４円（８．２％）増加の２億４，０１０万１，２４７円となりました。

　　主な内容は、じん芥処理手数料１億１，２６３万１，９１４円、駐車場使用料３，２２１万６００円、町営住宅使用料１，７４４万

　２，７００円、社会体育施設使用料１，５０３万４，７２０円、そぴあしんぐう使用料１，２７８万２，１０５円、道路占用料１，１３

　１万９，５７０円、駐輪場使用料９０６万８，１００円などです。

カ）国庫支出金

　　国庫支出金は、５億３，９４７万１，２４７円（２０．９％）増加の３１億２，０３７万３，９８４円となりました。

　　主な内容は、児童手当交付金７億９，９３６万１，３３２円、子どもための教育・保育給付交付金（児童福祉総務費）５億２，０３４

特 別 交 付 税 169,929,000 162,627,000 7,302,000 4.5

計 1,469,698,000 1,302,417,000 167,281,000 12.8

項　　　　　目 　令和 ７ 年 度　(A) 　令 和 ６ 年 度　(B) 　(A) － (B)　　(C) (C)　／　(B)

普 通 交 付 税 1,299,769,000 1,139,790,000 159,979,000 14.0

森 林 環 境 譲 与 税 4,885,000 4,635,000 250,000 5.4

計 86,997,000 86,401,000 596,000 0.7

地方 揮発 油譲 与税 18,995,000 20,138,000 △ 1,143,000 △ 5.7

自動 車重 量譲 与税 63,117,000 61,628,000 1,489,000 2.4

374,310,173 7.2

項　　　　　目 　令和 ７ 年 度　(A) 　令 和 ６ 年 度　(B) 　(A) － (B)　　(C) (C)　／　(B)

2.4 △ 4,500 △ 40.2

計 5,633,645,514 5,561,658,991 98.7 5,254,261,840 5,187,348,818 98.7

旧 法 に よ る 税 141,761 6,700 4.7 458,661 11,200

5.2

町 た ば こ 税 258,452,551 258,452,551 100.0 277,164,982 277,164,982 100.0 △ 18,712,431 △ 6.8

20,500 3.5

軽 自 動 車 税 97,162,000 94,222,340 97.0 91,895,400 89,529,800 97.4 4,692,540

99.2 78,667,595 3.2

国有資産等所在

市 町 村 交 付 金
607,200 607,200 100.0 586,700 586,700 100.0

固 定 資 産 税 2,549,913,869 2,529,213,609 99.2 2,470,696,183 2,450,546,014

14.7

法 人 町 民 税 440,703,944 437,873,144 99.4 418,278,600 415,319,500 99.3 22,553,644 5.4

　(B)－(D)　(E) (E) / (D)

個 人 町 民 税 2,286,664,189 2,241,283,447 98.0 1,995,181,314 1,954,190,622 97.9 287,092,825

項　　　　目
令　　和　　７　　年　　度 令　　和　　６　　年　　度 比　　　　　　　較

　調 定 額  (A) 　収 入 額　(B) B/A 　調 定 額  (C) 　収 入 額　(D) D/C

#DIV/0!

合　　　　　計 18,459,773,842 100.0 17,694,918,406 100.0 764,855,436 4.3

自 動 車 取 得 税

交 付 金
0.0 0.0 0

37.2

町 債 544,400,000 3.0 588,325,000 3.3 △ 43,925,000 △ 7.5

諸 収 入 308,385,350 1.7 224,814,268 1.3 83,571,082

16.4

繰 越 金 476,581,760 2.6 488,645,428 2.8 △ 12,063,668 △ 2.5

繰 入 金 910,926,069 4.9 782,363,028 4.4 128,563,041

3,177.3

寄 附 金 2,736,650,800 14.8 3,765,584,930 21.3 △ 1,028,934,130 △ 27.3

財 産 収 入 424,720,411 2.3 12,959,462 0.1 411,760,949

20.9

県 支 出 金 1,315,568,028 7.1 1,091,202,176 6.2 224,365,852 20.6

国 庫 支 出 金 3,120,373,984 16.9 2,580,902,737 14.6 539,471,247
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　万８，８２９円、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金３億８，１６６万７５３円、障害者自立支援給付費負担金３億３４４万

　３，３７１円、障害児施設措置費国庫負担金２億５，０１７万６，０６０円、社会資本整備総合交付金２億７１３万７，０００円、

　物価高対応子育て応援手当支給事業費補助金１億５，０８９万円、子どものための教育・保育給付交付金（幼稚園総務費）１億７５０万

　７７７円などです。

　　内訳は、次表のとおりです。

（単位：円・％）

キ）県支出金

　　県支出金は、２億２，４３６万５，８５２円（２０．６％）増加の１３億１，５５６万８，０２８円となりました。

　　主な内容は、子どものための教育・保育給付交付金県費負担金（児童福祉総務費）２億５８３万４，７６２円、公立学校情報機器整備

　事業費補助金１億６，２６９万９，０００円、障害者自立支援給付費負担金１億５，１７２万１，６８５円、障害児施設措置費負担

　金１億２，５０８万８，０２９円、児童手当負担金９，６９１万６，２２０円、国民健康保険保険基盤安定負担金７，３２０万８，

　５９５円、子ども医療費補助金６，９４１万２，０２０円、子どものための教育・保育給付交付金県費負担金（幼稚園総務費）５，６１

　６万８，６９８円、県税徴収事務委託金５，３１２万６，２８７円、後期高齢者医療保険基盤安定負担金５，０８８万１，５９７円

　などです。

　　内訳は、次表のとおりです。

（単位：円・％）

計 1,315,568,028 1,091,202,176 224,365,852 20.6

教 育 費 17,000 17,000 0 0.0

小　　　　計 70,827,400 76,567,853 △ 5,740,453 △ 7.5

△ 21.1

土 木 費 4,200 13,700 △ 9,500 △ 69.3

委

託

金

総 務 費 70,746,200 76,461,153 △ 5,714,953 △ 7.5

民 生 費 60,000 76,000 △ 16,000

教 育 費 209,901,430 41,278,000 168,623,430 408.5

小　　　　計 453,013,950 252,536,637 200,477,313 79.4

県

補

助

金

総 務 費 3,272,500 7,113,500 △ 3,841,000 △ 54.0

商 工 費 4,438,000 5,114,000 △ 676,000 △ 13.2

消 防 費 477,000 813,000 △ 336,000 △ 41.3

労 働 費 0 0 0 －

農 林 水 産 業 費 44,378,074 20,408,277 23,969,797 117.5

335,000 273,000 62,000 22.7

衛 生 費 448,740 663,057 △ 214,317 △ 32.3

農 林 水 産 業 費 126,700 102,700 24,000 23.4

9.5

衛 生 費 9,846,280 12,733,125 △ 2,886,845 △ 22.7

教 育 費 67,149,169 66,079,127 1,070,042 1.6

小　　　　計 791,726,678 762,097,686 29,628,992 3.9

民 生 費 180,700,666

△ 52.0

民 生 費 721,340,069 690,127,802 31,212,267 4.5

項　　　　　目 　令和 ７ 年 度　(A) 　令 和 ６ 年 度　(B) 　(A) － (B)　　(C) (C)　／　(B)

県

負

担

金

総 務 費 2,326,000 4,849,000 △ 2,523,000

165,076,735 15,623,931

商 工 費 1,000 3,000 △ 2,000 △ 66.7

土 木 費

109.4

民 生 費 7,233,756 5,800,822 1,432,934 24.7

委

託

金

総 務 費 27,314,323 13,043,703 14,270,620

小　　　　計 34,548,079 18,844,525 15,703,554 83.3

農 林 水 産 業 費 11,974,000 517,000 11,457,000 2,216.1

土 木 費 271,982,000 144,691,000 127,291,000 88.0

20,185,000 5,410,388 14,774,612 273.1

計 3,120,373,984 2,580,902,737 539,471,247 20.9

181.8

衛 生 費 40,619,000 31,791,000 8,828,000 27.8
国

庫

補

助

金

総 務 費 420,913,753 489,880,394 △ 68,966,641 △ 14.1

民 生 費 235,023,000 83,410,000 151,613,000

小　　　　計 1,000,756,753 755,831,782 244,924,971 32.4

消 防 費 60,000 132,000 △ 72,000 △ 54.5

教 育 費

災 害 復 旧 費 19,867,000 0 19,867,000 皆増

小　　　　計 2,085,069,152 1,806,226,430 278,842,722 15.4

18.6

衛 生 費 1,806,831 45,826,369 △ 44,019,538 △ 96.1

項　　　　　目 　令和 ７ 年 度　(A) 　令 和 ６ 年 度　(B) 　(A) － (B)　　(C) (C)　／　(B)

国

庫

負

担

金

民 生 費 1,931,479,572 1,628,273,526 303,206,046

131,915,749 132,126,535 △ 210,786 △ 0.2教 育 費
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ク）財産収入

　　財産収入は、４億１，１７６万９４９円（３，１７７．３％）増加の４億２，４７２万４１１円となりました。

　　その内容は、財産貸付収入５３６万５，５２５円、預金利子１，８６９万５，１４１円、債券利子７２８万６，０９０円、土地売払

　収入３億９，３３３万３，６５５円、物品売払収入４万円です。

ケ）寄附金

　　寄附金は、１０億２，８９３万４，１３０円（△２７．３％）減少の２７億３，６６５万８００円となりました。

　　そのうちふるさと寄附金（企業版含む）は、２７億３，５２５万６，６００円です。

コ）繰入金

　　繰入金は、１億２，８５６万３，０４１円（１６．４％）増加の９億１，０９２万６，０６９円となりました。

　　その内容は、ふるさと応援基金繰入金８億円、減債基金繰入金９，５８９万８，０００円、森林環境譲与税基金繰入金８３３万円、宿泊

　税交付金基金繰入金４２９万８，０６９円、国民健康保険出産費資金貸付基金繰入金２４０万円です。

サ）諸収入

　　諸収入は、８，３５７万１，０８２円（３７．２％）増加の３億８３８万５，３５０円となりました。

　　主な内容は、デジタル基盤改革支援補助金８，００４万９，０００円、派遣職員人件費返納金４，９２３万７，０４３円、地域支援事

　業交付金３，２７６万２，９２０円、包括的支援事業交付金３，２６３万６，９０２円、スポーツ振興くじ助成金、１，６００万円、高

　額療養費重度障害者医療費返納金１，５７６万８，９４９円、ケアプラン作成料１，０７３万１，１４０円などです。

シ）町　債

　　町債は、４，３９２万５，０００円（△７．５％）減少の５億４，４４０万円となりました。

　　主な内容は、新宮中学校施設整備事業債１億３，７００万円、新宮東中学校施設整備事業債１億２，７５０万円、無電柱化推進事業

　債１億２，１４０万円、社会資本整備事業債６，０２０万円、そぴあしんぐう施設整備事業債２，９２０万円などです。

(2) 歳出決算

　　令和７年度一般会計歳出決算額は、総額１７９億３，６３７万３，００８円で、令和６年度と比べて、７億１，８０３万６，３６２円

　（４．２％）の増加となりました。増加の主な要因は、民生費、土木費や教育費などが増加したためです。

　　款別の状況は、次表のとおりです。

（単位：円・％）

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

　　款ごとの主な内容は、次のとおりです。

ア）議会費

　　議員報酬及び議員期末手当５，３８７万３，７４５円、システム導入委託料３，１５５万５，７００円、町村議会議員共済会負担金

　１，００７万１，３６０円、議会広報印刷製本費３４２万９，３６０円、システム利用料２７２万７，９９２円、政務活動費交付金１

　０１万２，０６８円。

（単位：円・％）

イ）総務費

　・　総務管理費　　ふるさと納税事業委託料１０億５，６３６万２，１２１円、ポータルサイト使用料２億７，６５０万２３５円、ワンストップ

　　特例申請書受付業務委託料１，３６８万４，９２０円、公金システム使用料１，２６７万６，７２３円、広報誌印刷製本費１，６９

　　4万１，８０４円、庁舎等改修工事費４，６６５万８，５９０円、町有地整備工事費１，９１１万６，９００円、地域活性化起業人

32.6

　(B)－(D)　(E) E / D

議 会 費 128,702,000 127,509,585 0 1,192,415 99.1 96,144,269 31,365,316

項　　　目
令　　　和　　　７　　　年　　　度 令和６年度 比　　　　　　較

　予 算 額　(A) 　支 出 額　(B) 　繰越額 (C) 不 用 額 B/(A-C) 　支 出 額　(D)

86,342,969 0.5 3,086,370

△ 32.6

合　　　　　計 17,936,373,008 100.0 17,218,336,646 100.0 718,036,362 4.2

諸 支 出 金 1,744,815,828 9.7 2,590,067,247 15.1 △ 845,251,419

9,654.4

公 債 費 1,082,738,598 6.1 1,110,590,160 6.5 △ 27,851,562 △ 2.5

災 害 復 旧 費 77,510,885 0.5 794,624 0.0 76,716,261

△ 6.7

民 生 費 5,546,507,569 30.9 4,690,248,605 27.1 856,258,964

△ 4.5

教 育 費 3,014,443,616 16.8 2,429,634,857 14.1 584,808,759 24.1

消 防 費 559,728,854 3.1 586,285,378 3.4 △ 26,556,524

3.6

土 木 費 1,553,730,279 8.7 1,043,186,612 6.1 510,543,667 48.9

商 工 費 89,429,339 0.5

区　　　　　分
令　和　７　年　度 令　和　６　年　度 比　　　　　　　　較

　決　算　額　(A)

－

農 林 水 産 業 費 166,366,667 0.9 111,190,476 0.6 55,176,191 49.6

労 働 費 0 0.0 0 0.0 0

18.3

衛 生 費 1,062,309,276 5.9 1,138,635,513 6.6 △ 76,326,237

31,365,316 32.6

総 務 費 2,911,282,512 16.2 3,335,215,936 19.4 △ 423,933,424 △ 12.7

構 成 比 　決　算　額　(B) 構 成 比 　(A) － (B)　(C) (C)　/　(B)

議 会 費 127,509,585 0.7 96,144,269 0.6

4/11



　　負担金１，１８０万円、自治体情報システム標準化対応業務委託料７，３０７万６，８５０円、サーバーリース料１，１４９万２，６４

　　６円、システム利用料５，５４７万２，３５０円、電算用備品購入費４，１８２万２，０００円、行政区運営補助金１，１４５万７，

　　７００円、コミュニティバス運行補助金４，３２０万７，９８４円、定額減税補足給付金給付事業費９，０４６万３，５４８円。

　・　徴税費　　町税還付金１，５５０万５，８０４円、システム改修委託料１，６２９万４５０円、固定資産評価システム異動更新委託料

　　８８２万９００円。

　・　戸籍住民基本台帳費　　システム更新委託料１，９８１万６，５００円、システム標準化対応業務委託料１，３５５万２，０００円、

　　システム利用料１，１２０万３，５００円。

　・　選挙費　　参議院議員選挙費１，４９７万６，０７０円、衆議院議員総選挙費１，３２９万２，２９５円。

　・　統計調査費　　指定統計調査費１，３７５万３，５７２円。

（単位：円・％）

ウ）民生費

　・　社会福祉費　　町社会福祉協議会補助金４，９４９万円、低所得世帯支援給付金５，４３５万円、国民健康保険特別会計繰出金１億

　　９，１４２万９，３６２円、重度障害者医療費７，９７０万４，９０５円、自立支援医療給付費３，４０４万４，２６５円、自立支

　　援給付費６億４，６６９万８２０円、障害児自立支援給付費４億９，１４４万８，６３５円、県介護保険広域連合負担金２億５，９

　　８０万３，７８７円、後期高齢者医療療養給付費負担金２億９，１４２万６，０００円、後期高齢者医療特別会計繰出金９，０７８

　　万４，１３０円、物価高騰対応定額給付金給付事業費１億４，１１１万５，２９６円。

　・　児童福祉費　　児童手当９億９，２９７万円、施設型給付費・地域型保育給付費９億８，２３６万６，２４０円、子育て支援施設等

　　利用給付費２，７４４万８６１円、子どものための教育・保育給付費負担金返還金（国・県）７，４４８万３，３５４円、学童保育所指

　　定管理者管理委託料７，２６６万３，０００円、学童保育所指定管理者加配等管理委託料１，８８５万３，９７０円、シーオーレ新

　　宮管理費８，９７３万８，５２７円、子ども医療費２億２，８５６万４，７９５円、ひとり親家庭等医療費１，８０６万１，２１１円

　　、物価高対応子育て応援手当支給事業費１億５，１１８万４，７４５円

（単位：円・％）

エ）衛生費

　・　保健衛生費　　簡易水道事業負担金・補助金２，３７９万４，５８５円、相島診療所事業特別会計繰出金１，９０４万４，０００円、

　　各種予防接種委託料１億７８１万１，５５１円、成人検診等委託料１，７１６万５０円、妊産婦健康診査委託料２，７１３万５，０

　　１０円、妊婦のための支援給付金２，２４０万円。

　・　清掃費　　じん芥収集委託料１億８，８６４万２，１２４円、可燃物袋製作委託料１，５２０万６，９２５円、玄界環境組合負担金

　　３億５，５５０万６，０００円、し尿処理委託料２，８９９万５，７１９円、し尿運搬委託料２，０８３万３，３４２円。

（単位：円・％）

オ）労働費

（単位：円・％）

カ）農林水産業費

0 0 －

B/(A-C) 　支 出 額　(D) 　(B)－(D)　(E) E / D

労 働 諸 費 0 0 0 0 －

△ 76,326,237 △ 6.7

項　　　目
令　　　和　　　７　　　年　　　度 令和６年度 比　　　　　　較

　予 算 額　(A) 　支 出 額　(B) 　繰越額 (C) 不 用 額

635,991,717 26,127,771 4.1

計 1,067,837,100 1,062,309,276 0 5,527,824 99.5 1,138,635,513

98.9 502,643,796 △ 102,454,008 △ 20.4

清 掃 費 663,369,100 662,119,488 0 1,249,612 99.8

不 用 額 B/(A-C) 　支 出 額　(D) 　(B)－(D)　(E) E / D

保 健 衛 生 費 404,468,000 400,189,788 0 4,278,212

4,690,248,605 856,258,964 18.3

項　　　目
令　　　和　　　７　　　年　　　度 令和６年度 比　　　　　　較

　予 算 額　(A) 　支 出 額　(B) 　繰越額 (C)

計 5,756,918,000 5,546,507,569 154,064,000 56,346,431 99.0

8.7

児 童 福 祉 費 2,904,721,000 2,858,221,382 33,900,000 12,599,618 99.6 2,217,188,010 641,033,372 28.9

　(B)－(D)　(E) E / D

社 会 福 祉 費 2,852,197,000 2,688,286,187 120,164,000 43,746,813 98.4 2,473,060,595 215,225,592

項　　　目
令　　　和　　　７　　　年　　　度 令和６年度 比　　　　　　較

　予 算 額　(A) 　支 出 額　(B) 　繰越額 (C) 不 用 額 B/(A-C) 　支 出 額　(D)

8.5

計 2,964,554,000 2,911,282,512 8,344,000 44,927,488 98.5 3,335,215,936 △ 423,933,424 △ 12.7

16,447,941 319.9

監 査 委 員 費 10,385,000 10,231,242 0 153,758 98.5 9,428,803 802,439

54,850,224 △ 11,815,313 △ 21.5

統 計 調 査 費 22,416,000 21,589,647 0 826,353 96.3 5,141,706

選 挙 費 46,468,000 43,034,911 0 3,433,089 92.6

22.5

戸 籍 住 民

基 本 台 帳 費
134,951,000 126,959,653 7,420,000 571,347 99.6 92,483,902 34,475,751 37.3

△ 495,803,846 △ 16.4

徴 税 費 174,714,000 173,783,197 0 930,803 99.5 141,823,593 31,959,604

　支 出 額　(D) 　(B)－(D)　(E) E / D

総 務 管 理 費 2,575,620,000 2,535,683,862 924,000 39,012,138 98.5 3,031,487,708

項　　　目
令　　　和　　　７　　　年　　　度 令和６年度 比　　　　　　較

　予 算 額　(A) 　支 出 額　(B) 　繰越額 (C) 不 用 額 B/(A-C)
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　・　農業費　活力ある高収益型園芸産地育成事業補助金３，８１４万７，０００円、農業施設新設改良工事費１，３００万４，２００

　　円。

　・　林業費　荒廃森林整備工事費２，６２５万４，８００円。

　・　水産業費　相島漁業集落環境整備事業負担金・補助金４８５万９，１９８円、漁業施設整備事業補助金４４５万５，０００円、漁港

　　管理委託料１，０９７万４，１５０円、漁港機能保全計画更新委託料１，６８４万８，７００円、漁港管理工事費６７８万７３０

　　円。

（単位：円・％）

キ）商工費

　　商工会運営補助金７５３万５，０００円、プレミアム付商品券発行事業補助金９４４万６，５７５円、観光推進事業委託料７２０万１

　，８５０円、指定管理者管理委託料６００万円、観光施設整備工事費２，２１４万４，９８０円。

（単位：円・％）

ク）土木費

　・　土木管理費　　道路台帳管理委託料１，０７２万５，０００円、分筆登記測量事務委託料３７５万８，６４８円。

　・　道路橋梁費　　道路維持費１億４，９６２万４，４０４円、道路新設改良費８，９４３万７，８６３円、交通安全施設費１，５２

　　４万６，２２１円、駐輪場施設管理費１，８３９万４，２６９円、駐輪対策費３４７万８，５１９円。

　・　河川費　　河川維持費６８６万６７円、河川新設改良費１，１７４万４，４８０円。

　・　都市計画費　　都市計画総務費５億４，１０４万２，１６１円、公園費６，８４８万７，３７６円、ふれあい交流館管理費７１３万

　　１，３２５円、社会資本整備事業費１億５，８９４万１，７３０円。

　・　下水道費　　公共下水道事業負担金２億２，６３６万５，０００円・補助金９，０８８万６，１３０円。

　・　住宅費　　町営住宅改修工事監理委託料５２２万５，０００円、町営住宅改修工事費５，４９４万２，４９２円。

（単位：円・％）

ケ）消防費

　　粕屋北部消防組合負担金４億７，５７０万８，０００円、消防団員出動報酬１，５１９万１，０００円、消防団員退職者報償金５

　５０万２，０００円、消防団員退職報償組合負担金４７２万３，２００円、防災行政無線施設保守点検委託料７５９万円、防災行政

　無線システム改修委託料４８０万７，０００円。

（単位：円・％）

586,285,378 △ 26,556,524 △ 4.5計 576,550,000 559,728,854 14,538,000 2,283,146 99.6

△ 42.9

防 災 費 40,602,000 25,689,422 14,538,000 374,578 98.6 63,892,252 △ 38,202,830 △ 59.8

△ 10,844,152 △ 17.8

消 防 施 設 費 8,598,000 8,362,611 0 235,389 97.3 14,640,153 △ 6,277,542

446,940,000 28,768,000 6.4

非常備消防費 51,642,000 49,968,821 0 1,673,179 96.8 60,812,973

B/(A-C) 　支 出 額　(D) 　(B)－(D)　(E) E / D

常 備 消 防 費 475,708,000 475,708,000 0 0 100.0

510,543,667 48.9

項　　　目
令　　　和　　　７　　　年　　　度 令和６年度 比　　　　　　較

　予 算 額　(A) 　支 出 額　(B) 　繰越額 (C) 不 用 額

24,559,002 54,149,837 220.5

計 1,865,629,000 1,553,730,279 305,865,000 6,033,721 99.6 1,043,186,612

住 宅 費 79,433,000 78,708,839 0 724,161 99.1

61.2

下 水 道 費 342,011,000 317,251,130 24,759,000 870 100.0 214,968,000 102,283,130 47.6

5,420,570 41.1

都 市 計 画 費 1,025,667,000 775,602,592 245,948,000 4,116,408 99.5 481,242,677 294,359,915

242,476,650 33,704,626 13.9

河 川 費 18,749,000 18,604,547 0 144,453 99.2 13,183,977

99.8 66,756,306 20,625,589 30.9

道 路 橋 梁 費 312,224,000 276,181,276 35,158,000 884,724 99.7

不 用 額 B/(A-C) 　支 出 額　(D) 　(B)－(D)　(E) E / D

土 木 管 理 費 87,545,000 87,381,895 0 163,105

86,342,969 3,086,370 3.6

項　　　目
令　　　和　　　７　　　年　　　度 令和６年度 比　　　　　　較

　予 算 額　(A) 　支 出 額　(B) 　繰越額 (C)

計 90,595,000 89,429,339 0 1,165,661 98.7

△ 1.5

観 光 費 45,471,000 44,796,555 0 674,445 98.5 38,567,523 6,229,032 16.2

△ 2,852,679 △ 10.2

商工業振興費 19,930,000 19,494,428 0 435,572 97.8 19,784,411 △ 289,983

　支 出 額　(D) 　(B)－(D)　(E) E / D

商 工 総 務 費 25,194,000 25,138,356 0 55,644 99.8 27,991,035

49.6

項　　　目
令　　　和　　　７　　　年　　　度 令和６年度 比　　　　　　較

　予 算 額　(A) 　支 出 額　(B) 　繰越額 (C) 不 用 額 B/(A-C)

△ 1,007,482 △ 1.9

計 179,434,000 166,366,667 11,524,000 1,543,333 99.1 111,190,476 55,176,191

11,841,612 18,808,627 158.8

水 産 業 費 64,630,000 52,499,681 11,524,000 606,319 98.9 53,507,163

99.0 45,841,701 37,375,046 81.5

林 業 費 30,760,000 30,650,239 0 109,761 99.6

不 用 額 B/(A-C) 　支 出 額　(D) 　(B)－(D)　(E) E / D

農 業 費 84,044,000 83,216,747 0 827,253

項　　　目
令　　　和　　　７　　　年　　　度 令和６年度 比　　　　　　較

　予 算 額　(A) 　支 出 額　(B) 　繰越額 (C)

6/11



コ）教育費

　・　教育総務費　　教育委員会費１１７万９，４００円、事務局費６億３，１５６万４，０２４円、心身障害児対策費５８万７，４６

　　１円、結核予防費２万７，０４０円。

　・　小学校費　小学校総務費１，８２０万７６４円、立花小学校費（管理費及び教育振興費）１億９，０６１万１，０３４円、新宮小

　　学校費（管理費及び教育振興費）１億７，９０６万８，０６３円、相島小学校費（管理費及び教育振興費）２，９２９万１，７５

　　７円、新宮東小学校費(管理費及び教育振興費)２億８，２４９万７，１３３円、新宮北小学校費(管理費及び教育振興費)１億４，０

　　４６万５１４円。

　・　中学校費　　中学校総務費１，６７５万３，０５９円、新宮中学校本校費（管理費及び教育振興費）３億１３３万９，８１２円、

　　新宮中学校相島分校費（管理費及び教育振興費）９５５万６，１７３円、新宮東中学校費（管理費及び教育振興費）２億４，９０

　　１万８，２９５円。

　・　高等学校費　　古賀高等学校組合負担金１，５６８万５，０００円。

　・　幼稚園費　　幼稚園総務費３億４，１０１万７，５８８円、立花幼稚園費４，６２８万９，８９５円、新宮幼稚園費６，２３３万

　　８，１２８円。

　・　社会教育費　　社会教育総務費１億４３９万２，３４８円、青少年育成費１，０８８万２，５８８円、公民館事業費７９２万８，７

　　２０円、新宮町研修所管理費３１９万１，３８４円、人権・同和教育総務費９６４万６，８４３円、文化財保護費１，１６９万３，

　　３１６円、図書館費６，３４２万８，３０６円、歴史資料館費１，１３９万３９１円、生涯学習推進費１８９万２２９円、そぴあしん

　　ぐう管理費１億７，２８３万６，２２７円。

　・　保健体育費　　保健体育総務費１，０５９万５，３２３円、体育大会費２７５万６，６４０円、体育施設費８，８３２万６，１６１

　　円。

（単位：円・％）

サ）災害復旧費

　　農業災害復旧工事費５４７万１，９５０円、土木災害復旧工事費５，７７３万２００円、学童保育所災害復旧工事費９４万６，０

　００円、相島小学校災害復旧工事費６７０万３，８７５円。

（単位：円・％）

シ）公債費

（単位：円・％）

ス）諸支出金

　　渡船事業特別会計操出金９６５万３，０００円、福岡地区水道企業団出資金１，７１４万５，０００円、減債基金費積立金２，４

　　６４万１，９５３円、財政調整基金費積立金２億８，８４２万７，９３８円、ふるさと応援基金費積立金１３億６，６６７万５，０

　７８円、森林環境譲与税基金費積立金４９０万６，９２４円、宿泊税交付金基金費積立金４４５万６，０２６円。

1,110,590,160 △ 27,851,562 △ 2.5計 1,082,738,598 1,082,738,598 0 0 100.0

△ 3.4

利 子 53,917,797 53,917,797 0 0 100.0 45,958,145 7,959,652 17.3

　(B)－(D)　(E) E / D

元 金 1,028,820,801 1,028,820,801 0 0 100.0 1,064,632,015 △ 35,811,214

項　　　目
令　　　和　　　７　　　年　　　度 令和６年度 比　　　　　　較

　予 算 額　(A) 　支 出 額　(B) 　繰越額 (C) 不 用 額 B/(A-C) 　支 出 額　(D)

皆増

計 130,023,900 77,510,885 52,496,000 17,015 100.0 794,624 76,716,261 9,654.4

4,685,166 595.5

文 教 施 設

災 害 復 旧 費
6,704,000 6,703,875 0 125 100.0 0 6,703,875

土 木 施 設

災 害 復 旧 費
厚 生 施 設

災 害 復 旧 費

116,890,900

946,000

64,389,060

946,000

52,496,000

0

5,840

0

100.0

100.0

　支 出 額　(D) 　(B)－(D)　(E) E / D

農林水産業施設

災 害 復 旧 費
5,483,000 5,471,950 0 11,050 99.8 786,784

24.1

項　　　目
令　　　和　　　７　　　年　　　度 令和６年度 比　　　　　　較

　予 算 額　(A) 　支 出 額　(B) 　繰越額 (C) 不 用 額 B/(A-C)

△ 12,775,836 △ 11.2

計 3,145,615,000 3,014,443,616 56,992,000 74,179,384 97.6 2,429,634,857 584,808,759

294,235,110 103,045,242 35.0

保 健 体 育 費 102,406,000 101,678,124 0 727,876 99.3 114,453,960

社 会 教 育 費 460,023,000 397,280,352 56,992,000 5,750,648 98.6

6.5

幼 稚 園 費 485,450,000 449,645,611 0 35,804,389 92.6 474,396,637 △ 24,751,026 △ 5.2

149,411,469 35.0

高 等 学 校 費 15,685,000 15,685,000 0 0 100.0 14,730,000 955,000

772,336,257 67,793,008 8.8

中 学 校 費 587,805,000 576,667,339 0 11,137,661 98.1 427,255,870

98.8 332,227,023 301,130,902 90.6

小 学 校 費 853,486,000 840,129,265 0 13,356,735 98.4

不 用 額 B/(A-C) 　支 出 額　(D) 　(B)－(D)　(E) E / D

教 育 総 務 費 640,760,000 633,357,925 0 7,402,075

項　　　目
令　　　和　　　７　　　年　　　度 令和６年度 比　　　　　　較

　予 算 額　(A) 　支 出 額　(B) 　繰越額 (C)

7,840

0

64,381,220

946,000

821,189.0

皆増
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（単位：円・％）

３．特別会計
（単位：円・％）

歳

入

歳

出

収

支

差

引

４．決算の分析

(1) 総括

　　次に、普通会計で決算を分析します。普通会計とは、一般会計及び相島診療所事業特別会計の２会計のことをいいます。なお、ここで用いる数値

計 △ 379,484,285 △ 252,189,425 △ 60,621,128 24.0

相島漁業集落環

境整備事業会計

（ 収 益 的 収 支 ） 1,572,306

（ 資 本 的 収 支 ） △ 3,851,899

60.8

簡 易 水 道 事 業

会 計

（ 収 益 的 収 支 ） 1,901,263

（ 資 本 的 収 支 ） △ 5,259,946

公共下水道事業

会 計

（ 収 益 的 収 支 ） 52,470,495 72,469,483 △ 19,998,988 △ 27.6

（ 資 本 的 収 支 ） △ 334,357,383 △ 207,974,839 △ 126,382,544

2,021,011

△ 5,929,481

4,969,704

△ 3,815,381

△ 119,748

669,535

△ 3,397,398

△ 36,518

△ 5.9

△ 11.3

△ 68.4

34.7

（ 資 本 的 収 支 ） △ 225,138,864 △ 212,769,174 △ 12,369,690 5.8

相 島 診 療 所 事 業 特 別 会 計 3,280,244 2,831,216 449,028 15.9

水 道 事 業 会 計
（ 収 益 的 収 支 ） 133,179,743 98,839,252 34,340,491

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 66,877,115 29,152,048 37,725,067 129.4

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 2,222,414 7,179,568 △ 4,957,154 △ 69.0

計 3,166,744,305 2,586,701,623 580,042,682 22.4

渡 船 事 業 特 別 会 計 3,506,757 3,386,832 119,925 3.5

相島漁業集落環

境整備事業会計

（ 収 益 的 支 出 ） 16,291,794

（ 資 本 的 支 出 ） 3,851,899

17,554,048

6,215,381

△ 1,262,254

△ 2,363,482

△ 7.2

△ 38.0

44.5

簡 易 水 道 事 業

会 計

（ 収 益 的 支 出 ） 38,286,069

（ 資 本 的 支 出 ） 11,062,757

公共下水道事業

会 計

（ 収 益 的 支 出 ） 1,173,116,573 891,660,562 281,456,011 31.6

（ 資 本 的 支 出 ） 828,075,463 573,133,259 254,942,204

36,504,458

16,650,481

1,781,611

△ 5,587,724

4.9

△ 33.6

14.6

（ 資 本 的 支 出 ） 311,808,864 360,382,771 △ 48,573,907 △ 13.5

相 島 診 療 所 事 業 特 別 会 計 41,379,103 46,629,984 △ 5,250,881 △ 11.3

水 道 事 業 会 計
（ 収 益 的 支 出 ） 784,250,886 684,600,663 99,650,223

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 2,412,499,998 2,365,227,006 47,272,992 2.0

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 503,388,382 466,507,911 36,880,471 7.9

計 2,787,260,020 2,334,512,198 452,747,822 19.4

渡 船 事 業 特 別 会 計 151,251,749 202,504,209 △ 51,252,460 △ 25.3

相島漁業集落環

境整備事業会計

（ 収 益 的 収 入 ） 17,864,100

（ 資 本 的 収 入 ） ー

△ 20.7

△ 100.02,400,000

△ 4,659,652

△ 2,400,000

22,523,752

128,559,660 35.2

簡 易 水 道 事 業

会 計

（ 収 益 的 収 入 ） 40,187,332

（ 資 本 的 収 入 ） 5,802,811

△ 41.3

公共下水道事業

会 計

（ 収 益 的 収 入 ） 1,225,587,068 964,130,045 261,457,023 27.1

（ 資 本 的 収 入 ） 493,718,080 365,158,420

水 道 事 業 会 計
（ 収 益 的 収 入 ） 917,430,629 783,439,915 133,990,714 17.1

（ 資 本 的 収 入 ） 86,670,000 147,613,597 △ 60,943,597

1,661,863

△ 4,918,189

4.3

△ 45.910,721,000

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 505,610,796 473,687,479 31,923,317 6.7

相 島 診 療 所 事 業 特 別 会 計 44,659,347 49,461,200 △ 4,801,853 △ 9.7

渡 船 事 業 特 別 会 計 154,758,506 205,891,041 △ 51,132,535 △ 24.8

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 2,479,377,113 2,394,379,054 84,998,059 3.5

会　　　　　計　　　　　名
決　　　　　算　　　　　額 比　　　　　　　　　　較

　令 和 ７ 年 度　(A) 　令 和 ６ 年 度　(B) 　(A) － (B)　(C) (C) / (B)

－

計 1,744,822,000 1,744,815,828 0 6,172 100.0 2,590,067,247 △ 845,251,419 △ 32.6

△ 843,355,016 △ 33.3

普 通 財 産

購 入 費
25,881,000 25,877,597 0 3,403 － 0 25,877,597

24,667,000 △ 4,505,000 △ 18.3

基 金 費 1,689,126,000 1,689,123,231 0 2,769 100.0 2,532,478,247

100.0 32,922,000 △ 23,269,000 －

公 営 企 業

支 出 金
20,162,000 20,162,000 0 0 100.0

不 用 額 B/(A-C) 　支 出 額　(D) 　(B)－(D)　(E) E / D

繰 出 金 9,653,000 9,653,000 0 0

項　　　目
令　　　和　　　７　　　年　　　度 令和６年度 比　　　　　　較

　予 算 額　(A) 　支 出 額　(B) 　繰越額 (C)

計 75,886,530 42,549,664 33,336,866 78.3

計 3,108,519,232 3,080,869,110 27,650,122 0.9

38,525,469

1.0

計 3,184,405,762 3,123,418,774 60,986,988 2.0
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　は、令和７年度地方財政状況調査表によるものであり、単位は千円です。

　　普通会計の総額は、歳入が１８４億８，４９１万６千円、歳出が１７９億５，８２３万５千円で、歳入歳出差引は５億２，６６８万１

　千円となりました。そのうち、２億８，３３１万３千円を翌年度に繰越したため、実質収支は２億４，３３６万８千円となり、単年度収支は、７，

　５２１万７千円の赤字となっています。実質収支比率は、３．１％となり、前年度と比べると１．０ポイント減少しています。

（単位：千円）

(2) 歳入歳出決算の分析

　　歳入決算額は、地方特例交付金、寄附金などが減額となりましたが、地方税、国庫支出金、県支出金、財産収入などが増額となったため、全体で７

　億６，０５９万１千円（４．３％）の増額となりました。地方特例交付金が減額となった要因は、定額減税に伴う個人住民税の減収補填分の減

　少によるもの、寄附金が減額となった要因は、令和6年10月からのふるさと納税制度見直しの影響によるふるさと寄附金の減によるものです。一方、地方

　税が増額となった要因は、定額減税に伴う個人住民税減収分の回復などによるもの、国庫支出金の増額要因は、児童手当制度改正に伴う児童手当

　交付金の増額や物価高対応子育て応援手当支給事業費補助金などによるもの、県支出金の増額要因は、町立小中学校のタブレット更新に伴う公立

　学校情報機器整備事業費補助金などによるもの、財産収入の増額要因は、土地売払収入によるものです。

　　歳出決算額は、積立金が減額となりましたが、扶助費、普通建設事業費、補助費等が増額となったため、全体で７億１，３３２万３千円（４．

　１％）の増額となりました。積立金が減額になった要因は財政調整基金積立金、ふるさと応援基金積立金の減などによるものです。一方、扶助費が増

　額になった要因は児童手当、施設型・地域型保育給付費の増、物価高対応子育て応援手当などの増によるもの、普通建設事業費が増額になった要

　因は区画整理事業費の増、町立小中学校施設整備事業費（立花小、新宮東小、新宮東中など）の増によるもの、補助費等が増額になった要因は

　物価高騰対応定額給付金などの増によるものです。義務的経費は、公債費は減になったものの、人件費・扶助費で増になり、５憶２，５０７万２千

　円（７．８％）の増額となりました。

(3) 歳入決算額

（単位：千円・％）

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

15.5 自主財源

手 数 料 128,543 0.7 125,372 0.7 3,171 2.5 自主財源

使 用 料 111,609 0.6 96,592 0.5 15,017

△ 8.4

分 担 金 及 び 負 担 金 91,825 0.5 79,302 0.4 12,523 15.8 自主財源

交 通 安 全 対 策

特 別 交 付 金
5,608 0.0 6,119 0.0 △ 511

△ 83.7

地 方 交 付 税 1,469,698 8.0 1,302,417 7.3 167,281 12.8

地 方 特 例 交 付 金 33,046 0.2 202,984 1.1 △ 169,938

1.9

法 人 事 業 税 交 付 金 109,848 0.6 109,963 0.6 △ 115 △ 0.1

自 動 車 税 環 境 性 能 割

交 付 金
16,514 0.1 16,202 0.1 312

△ 3.7

自 動 車 取 得 税 交 付 金 0 0.0 0 0.0 0 －

ゴルフ場 利用 税交 付金 4,609 0.0 4,784 0.0 △ 175

19.0

地 方 消 費 税 交 付 金 947,977 5.1 877,827 5.0 70,150 8.0

株 式 等 譲 渡 所 得 割

交 付 金
66,112 0.4 55,536 0.4 10,576

365.0

配 当 割 交 付 金 39,125 0.2 39,535 0.3 △ 410 △ 1.0

利 子 割 交 付 金 8,909 0.0 1,916 0.0 6,993

自主財源

地 方 譲 与 税 86,997 0.5 86,401 0.5 596 0.7

(C) / (B)

地 方 税 5,561,659 30.1 5,187,349 29.3 374,310 7.2

区　　　　　　分
令　和　７　年　度 令　和　６　年　度 比　　　　　　　　較

摘　　要
　決 算 額　(A) 構成比 　決 算 額　(B) 構成比 　(A)－(B)　(C)

経 常 収 支 比 率 92.8 90.6 88.6 88.1

標 準 財 政 規 模 7,856,963 7,741,058 7,296,605 7,072,093

実 質 単 年 度 収 支 213,211 490,133 408,728 464,197

実 質 収 支 比 率 3.1 4.1 5.9 7.4

繰 上 償 還 金

積 立 金 取 崩 し 額 0 0 0 0

単 年 度 収 支 △ 75,217 △ 112,418 △ 93,538 △ 87,438

積 立 金 288,428 602,551 502,266 551,635

実 質 収 支 243,368 318,585 431,003 524,541

623

繰 越 明 許 費

繰 越 額
226,321 144,188 54,168 17,706

翌

年

度

に

繰

り

越

す

べ

き

財

源

継 続 費

逓 次 繰 越 額
56,992 16,640 5,501

事 故 繰 越 し

繰 越 額

歳 出 総 額 17,958,235 17,244,912 17,606,056 17,965,256

歳 入 歳 出 差 引 526,681 479,413 490,672 542,870

　令　和　４　年　度

歳 入 総 額 18,484,916 17,724,325 18,096,728 18,508,126

区　　　　　分
決　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　　　額

　令　和　７　年　度 　令　和　６　年　度 　令　和　５　年　度
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17

18

19

20

21

22

23

24

(4) 歳出決算額

（単位：千円・％）

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

(1)

a)

b)

c)

d)

e)

(2)

(3)

５．基金の状況
（単位：円）

６．町債の状況

　一般会計 （単位：円） 　水道事業会計 （単位：円）

遠 賀 信 用 金 庫 18,600,000

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構

（ 公 営 企 業 等 機 構 ・ 公 庫 ）
1,473,158,458

粕 屋 農 業 協 同 組 合 184,100,000

合　　　　　　　計 885,417,454

財 政 融 資 資 金

（ 資 金 運 用 部 ）
9,997,344,878

財 政 融 資 資 金

（ 資 金 運 用 部 ）
327,569,505

郵 便 貯 金 資 金 2,118,251 地 方 公 共 団 体 金 融 機 構

（ 公 営 企 業 等 機 構 ・ 公 庫 ）
293,847,949

簡 易 生 命 保 険 積 立 金 18,008,299

合　　　　　　　　　　　　計 12,391,016,079 1,689,123,231 910,926,069 13,169,213,241

借　　　入　　　先 現　　　在　　　高 借　　　入　　　先 現　　　在　　　高

福 岡 銀 行 79,900,000

森 林 環 境 譲 与 税 基 金 11,198,902 4,906,924 8,330,000 7,775,826

宿 泊 税 交 付 金 基 金 9,185,069 4,456,026 4,298,069 9,343,026

災 害 対 策 基 金 7,113,842 15,312 0 7,129,154

ふ る さ と 応 援 基 金 6,825,707,657 1,366,675,078 800,000,000 7,392,382,735

減 債 基 金 1,028,338,829 24,641,953 95,898,000 957,082,782

財 政 調 整 基 金 4,365,571,780 288,427,938 0 4,653,999,718

国 民 健 康 保 険 出 産 費 資 金 貸 付 基 金 2,400,000 0 2,400,000 0

土 地 開 発 基 金 140,000,000 0 0 140,000,000

基　　　　　金　　　　　名 令和６年度末 積　　立　　金 取　　崩　　額 令和７年度末

国 民 健 康 保 険 高 額 療 養 資 金 貸 付 基 金 1,500,000 0 0 1,500,000

合　　　　　　　計 17,958,235 100.0 17,244,912 100.0 713,323 4.1

失 業 対 策 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費 78,731 0.4 795 0.1 77,936 9,803.3

受 託 事 業 費

同 級 他 団 体

施行事業負担金

県 事 業 負 担 金

162.0

単 独 事 業 費 1,194,554 6.7 1,079,939 6.3 114,615 10.6

補 助 事 業 費 670,139 3.7 255,738 1.5 414,401

45.4

普 通 建 設 事 業 費 1,864,693 10.4 1,335,677 7.8 529,016 39.6

投 資 的 経 費 1,943,424 10.8 1,336,472 7.9 606,952

△ 2.2

前 年 度 繰 上 充 用 金

繰 出 金 811,909 4.5 830,486 4.8 △ 18,577

△ 33.3

投 資 及 び

出 資 金 ・ 貸 付 金
17,145 0.1 21,928 0.1 △ 4,783 △ 21.8

積 立 金 1,689,123 9.4 2,532,478 14.7 △ 843,355

16.0

公 債 費 1,082,739 6.0 1,104,236 6.4 △ 21,497 △ 1.9 義務的経費

補 助 費 等 2,120,042 11.8 1,827,557 10.6 292,485

67.1

扶 助 費 4,214,279 23.5 3,766,191 21.8 448,088 11.9 義務的経費

維 持 補 修 費 144,801 0.8 86,675 0.5 58,126

義務的経費

物 件 費 4,000,295 22.3 3,902,892 22.6 97,403 2.5

(C) / (B)

人 件 費 1,934,478 10.8 1,835,997 10.6 98,481 5.4

区　　　　　　分
令　和　７　年　度 令　和　６　年　度 比　　　　　　　　較

摘　　要
　決 算 額　(A) 構成比 　決 算 額　(B) 構成比 　(A)－(B)　(C)

4.3合　　　　　　　計 18,484,916 100.0 17,724,325 100.0 760,591

25.8 自主財源

町 債 544,400 2.9 588,325 3.3 △ 43,925 △ 7.5

諸 収 入 261,060 1.4 207,440 1.2 53,620

16.4 自主財源

繰 越 金 479,413 2.6 490,672 2.8 △ 11,259 △ 2.3 自主財源

繰 入 金 910,926 4.9 782,363 4.4 128,563

3,177.4 自主財源

寄 附 金 2,736,651 14.8 3,765,585 21.2 △ 1,028,934 △ 27.3 自主財源

財 産 収 入 424,721 2.3 12,959 0.1 411,762

20.9

県 支 出 金 1,325,292 7.2 1,103,779 6.2 221,513 20.1

国 庫 支 出 金 3,120,374 16.9 2,580,903 14.6 539,471

佐 賀 銀 行 7,900,000
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　公共下水道事業会計 （単位：円）

　渡船事業特別会計 （単位：円）

　簡易水道事業会計 （単位：円） 　相島漁業集落環境整備事業会計 （単位：円）

（単位：円）

合　　　　　　　計 139,089,020 合　　　　　　　計 22,073,216

全 会 計 総 合 計 18,037,778,480

西 日 本 シ テ ィ 銀 行 2,498,669 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 2,821,076

粕 屋 農 業 協 同 組 合 3,180,526 粕 屋 農 業 協 同 組 合 2,473,743

財 政 融 資 資 金

（ 資 金 運 用 部 ）
8,524,362

財 政 融 資 資 金

（ 資 金 運 用 部 ）
3,689,924

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構

（ 公 営 企 業 等 機 構 ・ 公 庫 ）
124,885,463

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構

（ 公 営 企 業 等 機 構 ・ 公 庫 ）
13,088,473

合　　　　　　　計 37,912,669 合　　　　　　　計 5,092,506,204

借　　　入　　　先 現　　　在　　　高 借　　　入　　　先 現　　　在　　　高

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構

（ 公 営 企 業 等 機 構 ・ 公 庫 ）
37,912,669

粕 屋 農 業 協 同 組 合 11,323,886

福 岡 県 信 用 組 合 9,804,071

福 岡 銀 行 64,897,584

借　　　入　　　先 現　　　在　　　高 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 54,574,534

福 岡 県 123,119,491 簡 易 生 命 保 険 積 立 金 162,831,651

合　　　　　　　計 11,860,779,917 地 方 公 共 団 体 金 融 機 構

（ 公 営 企 業 等 機 構 ・ 公 庫 ）
3,820,908,805

借　　　入　　　先 現　　　在　　　高

福 岡 県 市 町 村 職 員 共 済 組 合 93,400,000 財 政 融 資 資 金

（ 資 金 運 用 部 ）
968,165,673

福 岡 県 市 町 村 振 興 協 会 93,300,000

福 岡 県 信 用 組 合 32,516,540

全 国 自 治 協 会 1,314,000
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